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Abstract

This article presents a new perspective on community education in Taiwan under the Japanese 
government. This study focused on analyzing the case of Tainan Normal School in the 1930s.

The conclusions of this article are as follows:
①The Japanese learned more about Taiwan through community education. Moreover, the 

Taiwanese were restrained from forming their identities through community education and thus 
fostered patriotism through assimilation.

②Geography was a central part of the study in community education, and the “New Taiwan 
Geographical Overview” consisted of two parts: i) physiographic content that incorporated the 
latest geographic research results and ii) human geographic content on Taiwan as a Japanese 
colony.

③The community education at Tainan Normal School focued on geography, history, and education.
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1. はじめに

本稿の目的は，台南大学が所蔵する昭和戦前期郷土教
育資料の検討を通して，台湾における郷土教育運動の一
端を明らかにすることである。昭和戦前期台湾の郷土教
育運動については，林初梅，許佩賢，鄭任智による研究
がある。林は社会言語学の分野から，歴史教育と言語教
育を軸とした郷土教育運動による国民統合の創出過程に
着目して研究をしている。その中で，昭和戦前期の台湾
における郷土教育は在台内地人児童には台湾を自分の郷
土とする意識を育成して愛国心へと結び付け，台湾人児
童には郷土意識を育成して日本全体への愛国心へと結び

付ける日本化が行われたことを明らかにしている（1）。許
佩賢は，「愛郷心」と「愛国心」が交錯しあう結節点と
して「郷土」をとらえて，郷土教育運動の再解明を試み
ている。台湾の郷土教育運動では，統治上の方便のため
に中央文教当局ではなく，地方州庁を担い手に展開され
た。台湾における郷土教育の指導者は，郷土教育により
愛郷心を要請して愛国心の基盤とすべく主観的な郷土
教育に傾いたが，一部の台湾人教師は美術・工芸の郷
土化・生活化を現実の郷土振興につなげていこうとし	
た （2）。鄭任智は，社会教育の側面から郷土教育を分析
し，青年団や部落振興会などが果たした役割について明
らかにしている（3）。
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こうした先行研究で主要な論点になっているのは，台
湾におけるナショナル・アイデンティティ形成の歴史的
検討である。その背景には，1990年代前半から進められ
てきた教育改革運動において小学校に「郷土教学活動」，
中学校に「郷土芸術活動」「認識台湾」の 3教科が導入
され，子どもたちに台湾の歴史，文化などが教えられる
ようになったことがあげられる（4）。それ以前，台湾は中
国の領土であるとの国民党政府による立場から，学校に
おける教育課程では台湾の諸言語や台湾史の内容は制限
され，中国化政策が行われてきた。1990年代になって，
民主化が進むとともにこれまでの政策が見直され，教育
を台湾化しようとする潮流が生み出されてきたのであ
る。このような政策転換の中で，アイデンティティ形成
や国民の統合という問題関心から，戦前の郷土教育に着
目する研究が近年行われてきたと考えられる。
そこで本稿では，日本化を目指す愛国心育成と台湾人
としてのアイデンティティ形成という植民地ならではの
郷土教育が抱える葛藤を念頭に置きつつ，台南大学が所
蔵する台南師範学校関連資料の分析を通して，昭和戦前
期台湾における郷土教育運動を検討する。さらに，台南
大学が所蔵する戦前期のものを中心とした現在約7,000
冊の日本語文献の中から主として『公学校教師論』『新
制台湾地理概説』『校友会誌』の 3点に着目して台南師
範学校の取り組みを分析することで，当時の台湾におけ
る郷土教育運動の意図や背景を探る。
この 3点の資料に着目するのは，次の理由による。管
見の限り，同資料群の中で『校友会誌』が台南師範学校
における郷土教育の取り組みを最も詳細に記している。
こうした郷土教育を実施しようとした背景に，いかなる
教員像が想定されていたのか明らかにするためには，当
時の台南師範学校における教員養成の理念を検討する必
要がある。『公学校教師論』は台湾における郷土教育実
施直前に出版されたため，同教育について直接の言及は
ない。しかし，直前に出版された書籍だからこそ，郷土
教育運動を受け入れる前提となった素地を検討するのに
有益な資料となり得るため分析の対象とした。
郷土教育は台南師範学校だけで行われたわけではない
ので，中等教育段階において台湾全土をどのように当時
認識させようとしたのか検討するために『新制台湾地理
概説』を取り上げた。内地の文部省は，師範学校の地理
科に郷土研究を導入することによって郷土教育を推進し
ていった。当時日本の植民地であった台湾においても，
師範学校や中学校生徒の教科参考書として編集された同
書に着目して，中等教育段階における地理科の学習内容
を検討することが郷土地理認識育成の実態を探る上で有
効と考えた。
前述したように，台湾の郷土教育運動は統治上の方便
のために中央文教当局ではなく，地方州庁を担い手に展

開されたため，運動の実態は地方に残されている限られ
た資料から明らかにする方法しかない。管見の限り，本
稿で用いる 3点の資料は郷土教育の先行研究でこれまで
取り扱われていない。今回の調査で，台南大学所蔵資料
7,000点の中から見つけ出したこの 3点は，郷土教育研
究において資料的価値の高い文献といえる（5）。
台南大学に注目した理由は，次の 2点である。 1点目
は，台南大学の前身の台南師範学校が戦前期の内地から
もっとも遠隔地にある師範学校のひとつである点を考慮
したためである。奈良教育大学（以下，本学）所蔵の郷
土資料の全容については，すでに板橋・岩本（2015）で
紹介しているが，そのうち他の師範学校から寄贈された
と考えられる資料の中には，当時の植民地に立地してい
た師範学校のものも 2件（台北，旅順）あったことがわ
かっている。相互の情報交換・移動の結果として，反対
に内地から遠隔地にどのような資料が送られたのかにつ
いても解明が求められる。台湾の場合，台湾総督府の
あった台北ではなく，さらに遠隔の地である台南での状
況把握は十分に意義があると考えられる。 2点目は，台
南大学では，図書館の取り組みとして，すでに戦前期の
師範学校関係資料を「日治時代珍本数位典蔵」として位
置付け，59件の日本語文献および約900点の写真等画像
データを電子化（PDF化），公開している（6）ことを重視
したためである。本学でも，紀要等を電子化し，公開す
る取り組みは進めているが，戦前期の資料までは行って
いない。こうしたことから，台南大学の取り組みは，先
行モデル事例のひとつとして注目した。
台南大学には，岩本と板橋が2015年3月17日（火），18

日（水）に訪問し，資料調査を実施した。事前の折衝には，
2014年11～12月段階で，当時本学音楽教育講座准教授で
あり，台湾出身の劉麟玉が協力した。訪問当日は，図書
館長の張清栄教授（国語文学系教授）および李玲玲事務長
等が受け入れ対応した。訪問当日の通訳（日本語－中国
語）は，謝君慈氏（当時静宜大学非常勤講師）が担った。
訪問調査の主要な目的は，Web上でPDF公開してい
る59件の文献の現物を直接確認し，一部分複写を行うと
ともに，これら59件以外にどのくらいの戦前期日本語文
献があるかを確認することであった。当日は，図書館に
おけるこれらの調査のほかに，関連して「校史陳列室」（2
箇所）の視察も実施した。
本稿をとりまとめる際には，基本的に2015年の訪問
調査結果をもとにしているが，ウェブサイト検索等に
より，2021年前半時点で最新の情報が得られた場合に
は，それを用いた。なお，本稿で，台南大学をはじめと
する校名等や戦前期の文献の記述から引用するに際して
は，原則として現代日本語漢字表記により記述するが，
（　　）内に戦前期の表記や現地語表記を適宜併記し，
ひらがなは当時の表記とした。
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2. �台南大学・台南師範学校の概要と日本統治下の
台湾教育事情

2. 1. 台南大学の沿革と現状
台湾南部の台南市旧市街地の一角に立地する台南大学
は，2012年発行の同大学『校況簡介』（一般の大学の『大
学案内』に相当）によれば，前身が1899年創立の台南師
範学校（「臺南師範學校」）である。台湾では戦前期の日
本統治時代に最大 7校の師範学校が設置されていたが，
台南師範学校は，台北，台中とともに，台湾総督府管下
にあった主要な 3校の師範学校のひとつとして第二次大
戦終了後の1946年 1 月まで存続した（7）。
第二次大戦後（「光復」後）の台南師範学校は，1946年
1 月，台湾省立台南師範学校に変更になり，その後も名
称変更をしながら2003年まで教員養成を中心とした高等
教育機関として推移してきた。2004年に国立台南大学
（「國立臺南大學」）に改称後は総合大学としての機能を
拡充し，また，大学院も加え，現在に至っている。2020
年12月28日現在，正規教員総数226名，学部生3,859名，
大学院生等1,822名の学生総数5,681名の規模を有してい
る（8）。
総合大学としての現在の台南大学は，学部に相当する
教育組織の「学院」（「學院」）として，教育学院のほか，
人文学院，理工学院，環境与生態学院，芸術学院，管理
学院の計 6学院から構成されている。しかし，学部学生
3,859名のうち，教育学部に相当する教育学院の学生の
割合が28.5%を占めていて 6学院の中でもっとも多く，
台南大学にとって現在も教員養成機能は重要な位置にあ
るといえよう。その教育学院は，教育学系，特殊教育学
系，幼児教育学系，体育学系，諮商与輔学系，文化与自
然資源学系，国語文学系，英語学系の計 8つの系（学科
に相当）からなる（9）。附属学校も有しており，小学校，
中学校，聾学校を持つ。教育学院スタッフの話によると，
教育学院の卒業生の約半数が教員に就職するという。以
下では，戦前期台湾教育の概要を整理し，台南師範学校
の郷土教育事情を述べていく。

2. 2. 台南師範学校をめぐる当時の台湾教育事情
日本統治下の台湾における教育は，文部省の所管では
なく台湾総督府が教育法規を制定する権限を持ってい
た。漢民族向けの公学校，先住民向けの教育所，在台日
本人向けの小学校による 3種類の教育制度の系統が存在
したが，1922（大正11）年の第 2次台湾教育令以降，在
台日本人向けと漢民族向けの教育制度の統合が徐々に図
られた。第 2次台湾教育令では，「内台共学」を標榜し
て初等教育に関しては「国語ヲ常用スル者」は小学校，
「国語ヲ常用セサル者」は公学校という区分を設けて一
部の台湾人に小学校への門戸を開くとともに，中等学校

以上の教育機関に関しては民族間の共学を原則とした。
しかし，義務教育制度が施行されていなかったため，在
台日本人の小学校就学率がほぼ100％だったのに対して，
公学校の就学率は本稿が検討対象とする1930年代でも 3
割程度であり，授業料負担に耐えられない階層もいて大
きな開きがあった。中等学校の入学試験は「国語」とし
ての日本語で実施したため，小学校で学んだ日本人と比
較して公学校出身者は不利だった（10）。こうした初等普
通教育機関で教える教員を養成するため，師範学校が整
備されていく。
台湾における師範学校は，1899（明治32）年 3月31日
に勅令第97号で台湾総督府師範学校官制が定められ，開
校が決定する。同年 4月には，台北，台南，台中に 3校
が開学し，台湾人学生が入学した。その後，1902（明治
35）年 3月に台湾総督府告示第31号で台北，台中の師範
学校が廃止されると，その生徒は国語学校師範部に収容
され，師範学校は台南校のみが残された。しかし，1904
（明治37）年 7月10日に勅令第187号で台湾総督府師範学
校官制廃止により，台南校も廃校となる。その後，1919
（大正 8）年 3月31日に勅令第65号で台湾総督府師範学
校官制制定により，台湾総督府国語学校が廃校となっ
て，在学生は新たに組織された台湾総督府師範学校に移
る。国語学校は台北師範学校に，国語学校台南分校は台
南師範学校となった（11）。本稿で検討対象とする1930年
代，台南師範学校には約300名の生徒が学んでいた（12）。

2. 3. 台南大学所蔵資料の概要と保存状況
台南大学図書館では，戦前期のものを中心として現在
約7,000冊の日本語文献を所蔵しているというが，その
うち約3分の1は製本（13）済みである（図1・2）。製本し
ていない残りの文献は，実際に現物の様子を見た限りで
は，破損が顕著で製本が困難と思われるものが数多くみ
られたほか，雑誌等の薄い冊子で単独では製本になじま
ないと思われるものも相当数みられた。製本の有無にか
かわらず，ほとんどの文献は，戦前期の台南師範学校の
教員や生徒が使っていたものとみられる。中には，台南
師範学校附属公学校の教師用図書も含まれている。
資料を電子化（PDF化）し，台南大学のウェブサイ
ト上で公開（以下，Web公開）している59件の文献は，
製本された文献のごく一部分であり，内容から見て，台
湾の地理，歴史，教育等に関わるものが多い。公開して
いる文献には，たとえば1935年に発行された『新制臺灣
地理概説』があり，内容を見ると，当時の台湾にあった
師範学校生徒用の教科書であったことがわかる。後述す
る「地理概説」に含まれる「地方研究ヲ課シテ地方ノ風
土ニ関スル沿革及情勢ヲ理解セシメ・・・」という規定
に対応する教科書であったと推察される。この『新制臺
灣地理概説』の内容については，詳細を後述する。
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図1　台南大学日本語文献書庫
（2015年3月18日　板橋撮影）

図2　台南大学日本語文献
（2015年3月18日　板橋撮影）

台南大学では，戦前の台南師範学校当時の資料のう
ち，文献以外のものは，「校史陳列室」で整理・保管し
ている。「校史陳列室」は，基本的に一般公開している
部屋（図 3）と，来賓等に限定して随時公開する部屋の
2つがある。いずれの「校史陳列室」においても，前身
の台南師範学校創立当時から現在までの「校史」に関す
る実物や資料等を保管し，一部を展示していることが特
徴である。すなわち，戦前期の日本が統治していた時期
の師範学校の歴史に関わる資料を否定することなく，大
切に扱い，一部分は積極的に公開もしているのである。
「校史陳列室」の担当者である学長秘書の話によると，
台南大学では，学長の強い意向により，2000年から校史
に関わる資料の整理を大学の経費の一部を充当して行
い，2007年以降「校史陳列室」で公開するとともに，電
子化し，台南大学ホームページ上でWeb公開もしてい
るという。校史のWeb公開の取り組みは，台湾教育部
も注目し，2010年には，一連の取り組みが台湾教育部関
連のコンクールで受賞している。

図3　台南大学校史陳列室
（2015年3月18日　岩本撮影）

校史に関わる取り組みの延長として，台南大学図書館
では，日本語文献の整理にも取り組み，2010年における
「校史」に関する台湾教育部からの受賞が契機となり，
先述の電子化・Web公開に発展していったという。文
献の整理や製本は大学独自の経費で進めてきたが，電子
化・Web公開に関しては，学内でプロジェクトを立ち
上げ，台湾教育部から経費を獲得して取り組んだもので
あるという。
戦前期の台南師範学校当時の文献整備は，図書館が取
り組んでいる事業であるが，台南大学が学長のリーダー
シップのもとで進めてきた校史に関する資料整備の延長
に位置付けられるものであるといえよう。現在の台南大
学には日本語学科はないため，戦前の日本語文献を整備
したとしてもそれらを台南大学の学生がただちに利用す
ることを想定はしていないと考えられる。これらの日本
語文献の保管場所が，台南大学図書館内で学生が自由に
立ち入りできないスペースであることからも，こうした
想定はうかがえる。にもかかわらず，戦前期の日本語文
献の整備に取り組んでいるのは，校史関係資料を大学の
共有財産として大切に扱っていこうとする精神の表れで
あると考えられる。また，積極的にWeb公開している
のは，こうした大学の精神を対外的にも発信していこう
とする表れであるといえよう。
台南大学は，所蔵する日本語文献約7,000件のうち，
2015年 3 月時点で，5,775件についてリストを作成して
いる。リスト自体は公開していないが，筆者らは台南大
学訪問時に，この電子ファイルのコピーを譲り受けた。
ここでは，このリストの概要を述べる。
リストに記載された各文献の書誌情報は，分類番号，
題名，出版地，出版者（社），出版年の各項目から構成
されている。分量すなわちページ数に関する記載はな
い。題名の欄には書名及び著者名が記載されている。出
版年は，戦前期にものについては元号で記載している。
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このリストのうち，書誌情報が充足している文献数は
3,516件である。残りの2,259件は題名すなわち書名・著
者名しか記載されていない。発行年の明らかな3,516件
については，26件が戦後の出版物であるが，ほとんどが
日本による台湾領有期間すなわち明治期末期から第二次
大戦が終了した1945年までの期間に発行されたもので
ある。書名・著者名しか記載のない2,259件についても，
書名の漢字表記から見て大半は戦前期に発行されたもの
であると考えられるが，いっぽうで，書名や著者名から
類推すると明らかに戦後のものとみられるものも相当数
含まれている。

3.『公学校教師論』にみる郷土教育の取り組み

3. 1. 『公学校教師論』の概要
本章では，台南大学で所蔵している約5,775点の資料
の 1つである『公学校教師論』を取り上げて分析する。
同書を扱う理由は，5,775点資料群の 1つであること，
執筆者が台南師範学校附属公学校の主事であること，
1929年発行で郷土教育運動が盛んになった前提状況の分

析が可能であること，内地出身教師と本島出身教師を比
較しながら論じていることから，日本化を目指す愛国心
育成と台湾人としてのアイデンティティ形成という植民
地ならではの郷土教育が抱える葛藤を探るのに適した資
料のためである。実際に教育実習生の指導をしていた責
任者である師範学校附属公学校の主事が，内地出身教師
と本島出身教師の養成をどのように考えていたのか。同
書の分析を通して，郷土教育運動の担い手となった教員
養成の状況を検討する。
『公学校教師論』は，台南師範学校附属公学校主事の
西巻南平が1929年に執筆した著書である。内地における
郷土教育運動は，1930年と1931年の師範学校施設費交付
が盛んになった 1つのきっかけといわれている。台湾も
内地における教育運動の影響を受け，1930年代に郷土教
育が推進されるようになった。『公学校教師論』は，そ
うした郷土教育運動が盛んに行われるようになる直前に
発行された書籍である。内地の影響を受けた外的要因だ
けでなく，台湾の教育界が郷土教育を取り入れた内的要
因や前提状況を探る上で，『公学校教師論』の分析は有
益と考える。

表1　『公学校教師論』目次

第 1章　序論
第 2章　本質論
　第 1節　教師の本質観
　第 2節　完全なる人としての教師
　第 3節　教師と愛
　第 4節　歴史に見たる教師
　第 5節　教師の優秀性
　第 6節　教師の個性
　　第 1項　理論的類型の教師
　　第 2項　経済的類型の教師
　　第 3項　審美的類型の教師
　　第 4項　社会的類型の教師
　　第 5項　勢力的類型の教師
　　第 6項　宗教的類型の教師
　第 7節　女教師
　　第 1項　教師としての婦人
　　第 2項　女教師としての長所短所
　　第 3項　女教師の自重
　第 8節　教師と教術
　第 9節　教師の国民的自覚
　第10節　教師の職業観
　第11節　教師と社会相
　第12節　結論

第 3章　使命論
　第 1節　困難なる公学校教師の使命
　第 2節　訓育上より見たる教師
　　第 1項　教師の感化
　　第 2項　信頼せられる教師
　第 3節　体育の上より見たる教師
　　第 1項　本島社会の保健及衛生
　　第 2項　公学校の現況から見た体育
　　第 3項　体育上の急務と教師
　第 4節　知育の上より見たる教師
　第 5節　修身科と教師
　第 6節　国語科と教師
　第 7節　日本歴史科と教師
　第 8節　技能科と教師
　第 9節　実生活の指導と教師
　第10節　学校長としての教師
　　第 1項　頭に立つ人としての教師
　　第 2項　権威者としての学校長
　　第 3項　教化の首脳としての学校長
　　第 4項　官吏としての学校長
　　第 5項　学校長としての留意
　第11節　学級担任としての教師
　　第 1項　学級担任教師の学校に於ける位置
　　第 2項　学級担任の本懐
　　第 3項　学級担任教師の困る点
　　第 4項　児童を知れ
　　第 5項　仕事の理解と責任感
　　第 6項　学級担任教師の金科玉条
　第12節　教師の事務的才能
　第13節　教師の協力一致
　第14節　教師の体力
　第15節　内地出身教師と本島出身教師
　　第 1項　内地出身教師
　　第 2項　本島出身教師
　第16節　結論

第 4章　教師養成論
　第 1節　公学校教師の養成
　第 2節　師範学校生徒の教養
　　第 1項　内地出身生徒と本島出身生徒の員数
　　第 2項　内地出身生徒の教養
　　第 3項　本島出身生徒の教養
　　第 4項　師範学校生徒の素質
　　第 5項　陶冶の方面
　　第 6項　寄宿舎に於ける教養
　　第 7項　教育実習
　　第 8項　女生徒の教養
　第 3節　結論

　 （西巻南平『公学校教師論』台湾子供世界社，1929年より筆者作成）
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『公学校教師論』は全381ページで，表 1のような構成
になっている。 4章立てではあるが，第 1章は序章のた
め，本質論，使命論，教師養成論の 3つが柱といえる。
本質論では，教師とは何か，教師の類型や男女の違いに
ついて論じている。使命論では，どのような目的で教師
を務めるべきかといった筆者の考え方が整理されてい
る。教員養成論は，そうした目的を実行するためにいか
なる教員養成の方法が考えられるかといった内容でまと
められている。全381ページのうち，本質論は88ページ，
使命論は178ページ，教員養成論は110ページで，約半数
のページは目的の使命論に関する部分であり，ここが同
書の中核といえる。
同書の「緒言」には，「吾々の同僚は総動員で，昨年
度から各学年別による学級経営案の研究に着手した。今
研究の真最中である。問題は益々紛糾し分化し幾多の
扞格葛藤に悩まされている。自分も動員中の一人とし
て着手したのが此の小論文である」（14）とある。同校は
1927（昭和 2）年度から各学年別による学級経営案の研
究を進めており，西巻はそうした中で本書を執筆したと
述べている。さらに，「学級の経営には多くの方法と仕
事があらう。併し何と言つても其の経営の中心になり実
績を収めて行くものは教師に在る。教師其の人を得なけ
れば，如何に方法があつても如何に努力しても実績は挙
がらない。之が此の小論文を草した所以である」（15）と，
学級経営の前提として教師論を整理する必要があると
いった問題意識を読み取ることができる。

3. 2. 内地出身者と本島出身者に対する教員養成
西巻は，同書の第3章第15節で内地出身教師と本島出

身教師の使命について整理している。内地出身教師の使
命として，同化を進めること，本島人に対して同情を持っ
て教育にあたること，本島人教師を善導することの3つ
があげられている。「内地人教師は，400万の本島住民が
一日も早く国民的精神を有つて日本国民であることを誇
にし，自分達は陛下の赤子であるといふ温い感情をもち，
帝国の休戚を自分の安危として考へるやうにしてやらな
ければならぬといふ熱烈な心掛が大切である」（16）と，内
地出身教師の使命は本島人の同化であると明確に述べて
いる。その一方で，被征服者である本島人にとっては同
化に反感があるものもいるので同情をもって対応するこ
と，本島人教師に対しても尊敬をもって接して謙虚な心
がけで善導する必要があることをあげている。これは，
内地出身教師が征服者意識を前面に出すことで，本島人
に反感を持たれて同化が進まない状況を憂え，同情や尊
敬の念を持ちつつ導くことを求めているといえよう。
本島出身教師の使命としては，国民的精神涵養につい
ての修養，国語習得についての真剣さ，風俗習慣への努
力，民族性の短所の顧慮，被征服者としての反感に対す

る修養の 5つがあげられている。本島出身教師には，日
本人としての国民的精神・国語・風俗習慣を身に付け，
責任感が不足しているという民族性の短所を反省し，被
征服者としての反感を持たず，本島人児童を教育するよ
う求めている。これらも，よりよく同化を進めるために
本島出身教師がすべきことをまとめているといえる。
こうした同書の第 3章第15節では，内地出身教師より
も本島出身教師の使命について多くのページを割いて論
じている。内地出身教師に関する記述は 5ページである
のに対し，本島出身教師の使命については13ページと倍
以上のページとなっている。内地出身者で台南師範学校
附属公学校主事の西巻が主に考えていたのは，本島出身
教師の養成であった。その背景には，本島出身教師の方
が内地出身教師よりも多いという状況があった。校長一
人が内地人で他は本島人といった学校は少なくなく，さ
らには校長以下すべて本島人という学校もあった。そう
した学校ではみな台湾語で話すため，国語教育が進まな
い。同化のために国語教育を重視していた当時の状況を
踏まえると，「公学校教師中に本島出身者が多数を占め
るといふことは，公学校の目的から見て幾多の障礎があ
る」（17）と大きな課題になっていた。そのため，同書の
第 4章第 2節で再度教師養成の観点から内地出身者と本
島出身者の問題について触れている。ここで，西巻は内
地出身教師と本島出身教師が半数ずつとなることが妥当
と論じているが，実際に割合を揃えるのは難しい。その
ため，現状として本島出身の師範学校入学者や教師に対
して国民的精神や国語習得の状況を向上するよう働きか
けることが必要であり，西巻は第 3章でも本島出身教師
の使命について内地出身教師よりも多くのページを割い
て論じたと考えられる。

3. 3. �『公学校教師論』に見る愛国心育成とアイデンティ
ティ形成

この『公学校教師論』では，内地出身者と本島出身者
におけるそれぞれの立場から，愛国心育成やアイデン
ティティ形成の課題が大きく意識されていた。内地出身
者は，「一般に移動が甚だしく，且つその土地に永住し
その土地を墳墓の地として骨を埋むる考の人は尠い」（18）

状況であった。内地から来た者は家庭の職業で移動が多
く，その土地に対する思い入れがあまりない。そのため，
出会った人との交際も表面的になる。内地出身者向けに
はそうした状況を改め，台湾の理解を深めて自分の郷土
であるとの意識を持たせるために郷土教育が求められた
といえる。
本島出身者には，当時差別による反感が原因で「誤つ
たる民族自決の空想に駆られる徒をも出だすやうにな
る。台湾は台湾人の台湾である。台湾のことは台湾人の
自由なる裁量の下に於て決定せられ実行せられねばな
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らぬと考へるやうな徒をも出だすやうになつて来た」（19）

といった状況があったことについて西巻は触れている。
台湾人としてのアイデンティティ形成を抑制しつつ，同
化による愛国心育成を促進する難しさは，常に植民地に
おいて課題となっていた。郷土教育は本島出身者に郷土
意識を育成して日本全体への愛国心へと結び付ける同化
政策としての役割とともに，前述のような台湾人として
のアイデンティティ形成を促す側面もあったろう。台南
師範学校附属公学校主事であった西巻は，同情や尊敬の
念を持ちつつ導くことでアイデンティティの形成を押さ
え，同化を進めようとしていた。こうしたことから，内
地出身者と本島出身者双方の教育において，郷土教育を
推進する前提が『公学校教師論』が出版された1920年代
末にすでに用意されていたといえる。

4.『新制台湾地理概説』における郷土認識育成

4. 1. 『新制台湾地理概説』の全体構成と構成の考え方
本章では，1935年に台湾で発行された『新制台湾地理
概説』（以降「台湾地理」と記す）の記述内容や背景を
検討するとともに，アイデンティティ形成との関連につ
いても述べる。「台湾地理」は，後述するように，昭和
戦前期の台湾で師範学校及び中学校で使用された地理科
の「参考書」であり，郷土教育に直接資する教材である。
地理科は，歴史科と並んでアイデンティティ形成に大き
く関わるとされる（白，2020）ため，検討対象科目とし
て適切であろう。
「台湾地理」の奥付の記載によると，著者は「台湾郷
土地理研究会」（20），発行所は台北市内の「新高堂書店」，
発行年月日は1935年 4 月 4 日である。判型はＡ5，分量
は本文200ページ及び扉，目次等10ページの計210ページ
からなる書籍である。縦書きの本文は11ポイント程度の
活字で組まれている。
構成の概略は次のとおりである。（　　）内では，章
のタイトルを列挙した。〈　　〉内は，分量のページ数
を示す。

序，凡例，目次
緒論〈 2〉
第�一編 総説（位置・面積，地形・地質，気候，産業，
交通及貿易，住民）〈62〉
第�二編 各説（台北州，新竹州，台中州，台南州，高雄州，
澎湖庁，東部地方）〈146〉

「序」では，「文部省検定の地理書には本島に関する教
材少々軽小に過ぎ本島普通教育の目的達成上より遺憾の
点なきを免れず」と述べ，「台湾地理」作成・発行の動
機を述べている。また，「本島地理教育の向上発達と本

島に対する認識の変化に多少の寄与をなし得る」ことを
目指しているとも述べる。
目次の前に置かれた「凡例」では，「台湾地理」の発
行目的，内容構成の考え方などが端的に示されていると
思われる。その記述を以下で全文紹介する。

　一，本島師範学校及各中学校生徒の教科参考書たらし
む可く各校の地理科教授要目に準拠し特に本島の特
殊性を認識せしめ国民的自覚を強固ならしめること
に努む。

　二，小学校及公学校の地理科教材との連絡に留意し，
初等地理科教授書として適切ならしむる。

　三，地人相関の地理的理法を明かにすることを以つて
記述の基調とせるは勿論なるも，その重点を人文景
観把握におき実際生活に及ぼす地理的環境の影響を
明かにす。

　四，総論に於いては台湾を一単元として取扱ひ我国
に於ける本島の地位と特色とを認識せしめることに
努む。

　五，処誌の取扱ひは先づ行政区轄別に拠るも景観及集
落の序説に於いては之を更に小地理区に細分し且つ
之を要約して地方特殊性の理解の便ならしむ。

　六，参考資料として最新の統計図表類を附加す。

「凡例」の一では，「台湾地理」発行の目的を記述して
いる。まず，台湾に設置された師範学校及び中学校すな
わち中等教育用の「参考書」として作成・発行されたこ
とを述べ，次に，生徒に台湾の特殊性を認識させ，「国
民的自覚を強固ならしめる」ことを述べている。ここで
いう「国民」とは日本国民のことを指しており，台湾で
学ぶ生徒を日本国民として育てることを意図しているこ
とがわかる。
二では，「台湾地理」と初等地理科を関連付けて扱う
べきことを述べ，また，当時の台湾の小学校及び公学校
における初等地理科を指導するときに「教授書」として
適切であると述べている。後半部分は，「台湾地理」が
師範学校で使用されることを念頭に置いた記述であると
いえよう。
三では，まず，「地人相関の地理的理法」を記述の基
調とすべきであることを述べている。地人相関とは，「自
然（地）と人間（人）とは相互に影響し合って現在の文
化をつくり出している」という見方である（日本地誌研
究所，1989）。近藤（2005）によると，旧制中学校の地
理科教科書は，1920年代まで地名物産の羅列が記述の中
心であったというが，1930年代になると地人相関の考え
方によって記述されるようになっていった。したがっ
て，「台湾地理」には，こうした内地における教科書編
纂の直近の動向が反映され，記述に「地人相関の地理的



板　橋　孝　幸 ・ 岩　本　廣　美8

理法」を取り入れたことがうかがえる。
四では，「総論」（＝総説）において「台湾を一単元と
して取扱ひ」と述べ，「台湾地理」の前半で台湾全体の
地誌的記述をしていることを謳っている。その記述は詳
細であり，例えば，第一編第二章の「地形，地質」で
は，「概説，山地，台地・丘陵，平野，水系，近海及海
岸，地質，本島の地史，地震」の 8節に分け，台湾全体
を視野に入れながら自然地理学的内容について記述して
いる。
五では，「各説」において台湾全体を 7地方に区分し，
地方ごとに地誌的記述をしていることを述べている。各
地方の記述では，前半「概説」の中で，第一章「台北州」
の場合であれば「位置・境域，地形，気候，産業，交通」
の 5項目を設けて当該地方全体的記述をしており，その
うえで，「台北州」をさらに 5地域に細分化して各地域
の地誌的記述をしている。
六では，最新の統計図表類を掲載していることを述べ
ている。実際に，例えば，「総説」第四章「産業」の第
二節「農業」の箇所では，1933年における台湾の地方
別水田と畑の各面積に関する統計資料を掲載している。
「台湾地理」発行時点ではほぼ最新の統計を利用してい
ることがわかる。

4. 2. 記述の特徴
ア．最新の地理学研究成果を盛り込んだ箇所がみられる
こと
「台湾地理」の「序」では，「本書は台湾地理に関する
諸研究類・統計・地図等を可及的多方面に渉猟し」と述
べている。このことは，統計類に関しては先述したとお
りである。このほかに，本文の記述の中では，当時の地
理学の研究成果が活用されている箇所がみられることは
注目される。例えば，第二編第二章「新竹州」第一節「概
説」の「二，地形」の記述中で，「帝国第二の高峰」の
「次高山（標高3931ｍ）」において「最近氷河時代の遺物
と認められる圏谷（カール）が発見せられてゐる」と述
べる箇所である。台湾の高山地域で氷河が存在した痕跡
がみられるという研究成果が日本地理学会誌『地理学評
論』誌上で初めて発表されたのは，1934年のこと（鹿野，
1934）であり，「台湾地理」が発行された1935年の前年
のことである。まさに最新の研究成果が反映されている
ことがわかる。また，気候に関する説明では，第二編第
五章「高雄州」第一節の「三，気候」の記述中に「各月
平均気温は全年を通じ二十度以上であるからケッペン氏
の気候区分に従へば此地方のみは純熱帯区域にする」と
述べる箇所も同様である。ドイツの地理学者のケッペン
が考案した気候区分が『地理学評論』誌上で初めて紹介
されたのは，1930年のこと（下村，1930ab）であり，「台
湾地理」発行年からみて比較的近い時期である。ただし，

ここで挙げた地形や気候に関する最新の知見事例は，第
一編「総説」でみられてもよいはずであるが，実際には
そうした記述はみられない。すなわち，最新の地理学研
究成果が「台湾地理」全体に及んでいるわけではないこ
とも確認できる。その理由は，「台湾地理」が多くの執
筆者によって分担されたからであり，執筆者間で十分に
連携が取れていなかったからであると思われる（21）。

イ．台湾を日本の植民地としてとらえていること
「台湾地理」の自然地理的内容の多くは，客観的な記
述で占められているように読める。しかし，人文地理的
内容を取り扱う箇所では，植民地としてとらえる視点が
しばしば前面に出ていることが大きな特徴になってい
る。その典型的と思われる記述が「緒論」でみられる。
次のとおりである（22）。

	「帝国領有後全島普く一視同仁の皇化に浴するに至り，
統治以来僅か四十年の間に本島文化は驚異すべき進歩
を示した。社会の秩序は一新され，産業は大躍進を遂
げ，交通衛生の施設も亦よく整い，人口の増加・文教
の普及も著るしい。然し，一面本島住民の大半は未だ
旧慣に泥んで文化程度も概して低く国語普及も充分で
はない。故に今後本島の経済的富源の開発を図ると共
に本島住民の文化の向上を図り，完全なる国民的融合
同化の実を挙げねばならぬ。」

こうした認識を基本に，例えば，第一編第四章「産業」
の第一節「概説」では，次のような記述をする（23）。

	「領台以来本島の産業は各方面とも驚く可き発達をな
しその生産総額は数十倍の激増を示してゐる。もとよ
り是は有利な自然的条件に基くとは云へ，又領台以後
熱心に開発経営に努めて来た我が官民の努力の結果に
外ならぬものである。」

台湾の産業が「領台」以降おおいに発展したことを述
べるこうした記述とともに，それに貢献した内地人居住
者に関して詳述する箇所がある。例えば，第二編「各説」
第一章「台北州」の第二節「地方誌」中の「台北市」で
は，内地人をことさらに宣揚する記述がみられる。次の
とおりである（24）。

	「内地人居住者は八万二千人に及び全人口の三割，全内
地人総数の三分の一に当たってゐる。その中公務及び
自由業に従事するもの約四割に及び，全島の首都たる本
市の特色を示している。教育機関はよく整備し台北帝
大を始め医専・高商・高校等の高等専門学校多く中等
初等教育機関もよく普及し我国屈指の地方教育都市と
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なってゐる。本島人児童の就学率も全島第一にて六〇％
を超へ特に男子は八〇％に及び，国語を解する本島人
はその三分の一に当る。要するに本市は我が外地に於
いて稀に見る内地式文化都市と云ふことができる。」

反面，台湾の先住民族を「蕃人」と呼び，「蕃人」に
関する著しい偏見を伴った記述もみられる。例えば，第
一編「総説」第六章「住民」の中に，「蕃人」に関する
次のような箇所がある（25）。

	「（生蕃に関して，筆者注：山間地に居住する蕃人のこ
と）その性質は勇敢獰猛，習俗も頗る粗野にて文化の
程度は遥かに熟蕃（筆者注：平地に居住する蕃人のこ
と）より遅れてゐる。領台後理蕃策宜しきを得て次第
に皇威に服し今や全島に末帰順蕃（筆者注：未帰順の
誤りか？）を見ざるに至った。当局は撫育授産に努め
て大部分農耕を主業とするに至った。」

4. 3. 『新制台湾地理概説』が求めるアイデンティティ
これまで述べてきたことから，「台湾地理」の人文地
理的な内容に関しては，台湾が日本の植民地であるとい
う視点で貫かれていることがうかがえる。であるなら
ば，「台湾地理」は，これを教材とする生徒とくに師範
学校の生徒にどのようなアイデンティティ形成を求めた
のであろうか。それは，「凡例」で示されていたように，
「領台」後の台湾が，日本人の努力によって発展してき
たという植民地としての「特殊性」を理解し，かつ，国
民的自覚が強固な日本人である，といえるのではない
か。また，日本語で教育を受ける小学校や公学校の児童
にも，そうした自覚が求められたと思われる。「台湾地
理」が担った郷土教育は，内地の郷土教育とは異なった
性格を備えていたことになろう。内地の大半の地域にお
いては，そこに居住する人々が日本人であるかどうかを
問う必要はなく，郷土教育の目的は，専ら自身の居住す
る地域への理解や誇りを育成することであったと思われ
る。しかし，台湾の場合は，植民地として領有する地域
であったために，台湾に関する理解や誇りを求めること
の前提として，まずは日本人としてのアイデンティティ
形成が求められたことになろう。こうしたことは，台湾
に居住する「内地人」の場合，植民地経営に直接・間接
に関わっていた人々が多かったと思われ，とくに葛藤は
なかったに違いない。しかし，日本語以外を母語とした
「本島人」にとっては大なり小なり葛藤があったと思わ
れる。
「台湾地理」を今日の台湾の人々が読む場合，自然地
理学的な内容のように客観的記述に関しては葛藤が起き
ることはないであろう。しかし，これまで述べたきたよ
うに，「台湾地理」の人文地理的内容の記述に関しては，

昭和戦前期の時代背景を十分に考慮に入れたうえで読む
必要があろう。

5.�『校友会誌』等諸資料にみる台南師範学校郷土
教育の取り組み

昭和戦前期において，内地各地の師範学校は，当時の
文部省の施策及び経費補助を受けて郷土教育に取り組ん
でいる（26）が，台南師範学校における取り組みについて
は明らかではない。台南師範学校の教育の全般的状況に
ついては，『ああわが母校台南師範─台湾総督府台南師
範学校史─』に詳しいが，郷土教育の取り組みについ
てはとくに触れていない（27）。しかし，同書では，1933
年改正の台湾総督府師範学校規則の第二条で履修すべき
学科目として，「修身，公民科，教育，国語，漢文，台
湾語，歴史，地理，英語，数学，理科，実業，手工，音
楽及体操」（下線は筆者らによる）を挙げ，この中では
「台湾語」の含まれている点が実質的に郷土教育に関連
しているといえよう。また，同規則第十一条では，地理
の学習項目として「日本地理，外国地理及地理概説」を
挙げ，「地理概説」の説明として「自然地理及人文地理
ノ概説」とともに「地方研究ヲ課シテ地方ノ風土ニ関ス
ル沿革及情勢ヲ理解セシメ・・・」という記述がみられ，
台湾に関する学習をすることが定められている。こうし
た経過から，台南師範学校において，実質的には郷土教
育に取り組んでいたといってよい。
台南大学所蔵資料のうち発行年が明らかな3,516件の
文献の多くは，前述した1933年改正の台湾総督府師範学
校規則第二条で履修すべき学科目として挙げられた「修
身，公民科，教育，国語，漢文，台湾語，歴史，地理，
英語，数学，理科，実業，手工，音楽及体操」のいずれ
かに対応する文献が中心であり，台南師範学校の教育に
直接・間接に資する文献であったとみられる。それらの
多くは，本土とくに「東京」又は「東京市」で出版され
たものであり，台湾に移入されたものである。中には，
郷土教育に関するものもみられ，書名から判断して戦前

表2　台南大学所蔵戦前期日本語文献の区分別件数

区分 分類 1933年
以前

1934年
以降 領　　　域

第一会場 教育 36 11 教育史、教育課程
第二会場 歴史

地理
農業
博物

48
20
7
8

6
9
3
3

歴史、民族、民俗
地理、災害、鉄道
農業、林業
植物、昆虫、鉱物、鉱業

その他 政治
社会
経済
その他

7
10
8
8

1
5
6
10

政治、行政、法など
社会、言語、文化
経済
修身、宗教、土木、建築

計 152 54

（筆者作成）
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期に本土で発行された郷土教育に関する解説書とみられ
るものが 3件あった（28）。
3,516件のうち，台湾に関する戦前期の文献は206件あ
る。これらの多くは，出版地が台北市であり，出版後に
台北から台南大学に送られたものであることがわかる。
これらを後述の「展覧会」の会場構成に合わせて分類す
ると，表2のようになる。この表で1933年以前と1934年
以降に分けたのは，後述する展覧会の開催年が1933年で
あり，文献が展覧会で展示された可能性があることを考
慮したことによる。ただし，現存する1933年以前に発行
された152件の文献が「展覧会」で展示されたものかど
うかは，これを裏付ける資料が得られていない。
第一会場との対応を想定した台湾の教育に関する文献

は，教育史に関する文献 2件を除き，師範学校用や公学
校用の指導書である。第二会場との対応については，展
示区分にしたがって歴史，地理，農業，博物の項目ごと
に件数を挙げた。歴史に区分した54件の多くは台湾の民
族に関する文献である。地理に分類したものには，台湾
の災害関係記録とみられるものや鉄道に関するのが含ま
れている。「展覧会」の会場区分との対応が想定しにくい
文献は「その他」に位置付けたが，内容は多岐にわたる。
現存する『校友会誌 第四号』（1935年 7 月発行）には，
1933年に実施した台南師範学校十五周年事業（29）の一環
として「展覧会」を開催していることが記述されており，
その中には，実質的に郷土教育の取り組みといってよい
ものがみられる。すなわち， 3会場から構成される「展
覧会」の「第一会場」を「教育科陳列室」とし，「陳列
品」は「（一）台湾教育の沿革を示す写真（二）台湾にお
ける諸学校の統計図表（三）公学校に於ける教科書の変
遷（四）実験心理学図表（五）素質検査器（六）泰西の偉
大なる教育者の肖像」から構成されている。（一）～（三）
は，台湾の教育に関する展示であることがわかる。「第
二会場」は「歴史，地理，農業，博物，理化科陳列室」
とし，この内容には台湾関係の展示が多数含まれている
ことが記述されている。「第三会場」は，「手工，習字，
図画各科並に附属校学校成績品陳列室」とし，芸術系科
目の作品展示であることがわかる。
郷土教育にとくに関連するとみられる「第二会場」の
展示内容の説明に関する記述を具体的に見ると，「Ａ．
歴史」については「歴史科は高砂族に関する史料並に十
種族の特質を表わす写真百予点を陳列し，台湾原住民た
る高砂族の分布状態及びそれらの特質並に領台以前及び
以降に於ける理蕃政策の相違と現今に於ける理蕃状況を
表示した。其他左記古書類数十点（30）を陳列した。」（原
文のまま）と記述され，台湾の歴史及び民族に関する内
容が中心であることがわかる。「Ｂ．地理」についても
「陳列室の一半，地理の部には正面壁全面に台南州大地
図を掲げ，其右側には郷土地理研究の各資料を，又左側

には，生徒の作業練習の実際を示す，グラフ白図描写，
砂盤，石鹸彫刻等を配置し又地理教育器具器械標本の一
例として廊下窓側には，気象関係の風力測定器室内湿度
計測器，セキスタンド。キュルビメートル等を陳列し，
室の中央には内外産業品中，目新しきもの，最近発展し
来れる甘蔗バカス原料のセロテックス等を置き絢爛な西
陣織と好対照をなすやうに陳列した。」（原文のまま，下
線は筆者による）と記述され（31），「郷土地理研究」の語
も用いていることや台湾の地理に関する内容が中心であ
ることがわかる。「Ｃ．農業」でも，台湾の農業や農産
品に関する展示であることを示し，「Ｄ．博物」につい
ても同様である。
このように，昭和戦前期の台南師範学校では，実質的
に郷土教育が実施されていたといってよい状況がみられ
る。また，本土から郷土教育に関する情報がもたらされ
ていたことも十分に想定される。展示構成を具体的にみ
ると，当時の本土の師範学校で設置された「郷土資料室」
等の展示（32）にみられるものと比較的似ているといえよう。

6. おわりに

本稿では，台南大学が所蔵する戦前期日本語文献の分
析を通して，台湾における郷土教育運動の検討を行っ
た。とりわけ，当時の台湾における郷土教育運動の意図
や背景を探るため，同文献の中から『公学校教師論』『新
制台湾地理概説』『校友会誌』を抽出して下記の 3点を
明らかにした。
第 1点は，内地出身者と台湾出身者をめぐる郷土教育
実施の前提状況である。『公学校教師論』から郷土教育
実施の前提状況を探り，内地出身者には台湾の理解を深
めて自分の郷土であるとの意識を持たせること，台湾出
身者には同情や尊敬の念を持ちつつ導くことでアイデン
ティティの形成を押さえ，同化を進めて愛国心を育成す
ることが当時課題となっていたことがわかった。
第 2点は，郷土教育における中心的な学習内容の 1つ
であった地理の扱いである。『新制台湾地理概説』では，
最新の地理学研究成果を盛り込んだ自然地理的内容と台
湾を日本の植民地としてとらえさせる人地理的内容の 2
つが軸となって構成されていた。客観的な自然地理的認
識の育成とともに，「領台」後の台湾を中心に歴史を記
述し，日本人の努力によって発展してきたという植民地
としての「特殊性」を理解させ，日本人としての国民的
自覚を強固にするねらいを持って同書は作成されてい
た。
第 3点は，台南師範学校における郷土教育の取り組み
である。『校友会誌』の分析から，1933年に実施した台
南師範学校15周年事業の一環として開催された「展覧
会」が実質的に郷土教育の取り組みであったことがわ
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かった。この「展覧会」における「陳列品」分類に即し
て台南大学が所蔵する1933年以前の郷土教育文献を整理
すると，地理，歴史，教育の分野で全体の2/3を占めて
いた。
以上のことから，郷土教育運動が盛んになる以前に，
日本化を目指す愛国心育成と台湾人としてのアイデン
ティティ形成の問題が認識されており，内地出身者と台
湾出身者の違いを踏まえながら地理，歴史，教育の 3分
野を軸に郷土教育の内容がつくられ，植民地が抱える課
題に対応しようとしていたことが明らかになった。

［付記］
本研究の台南大学調査では，事前交渉段階で奈良教育
大学音楽教育講座の劉麟玉先生，現地調査では静宜大学
非常勤講師（当時）の謝君慈先生にお世話になりました。
厚く御礼申し上げます。執筆は，板橋が主に第 2章第 2
節・第 3章・第 6章，岩本が主に第 2章第 1節と第 3節・
第 4章・第 5章を，第 1章は共同で担当しました。
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